
資 料 編



市 町 村 ごみの処理 ごみの処理 ごみの処理

総量 焼却 総人口 総人口 総量 焼却 ブロック名 総人口 総量 焼却

(千ｔ） (千ｔ） (千人） (千人） (千ｔ） (千ｔ） (千人） (千ｔ） (千ｔ）

平 成 8 年 度 合 計 4 513 4 137 8 831 8 831 4 513 4 137 8 831 4 513 4 137

吹 田 市  138  127  340  340  138  127

茨 木 市  124  123  257  257  124  123

摂 津 市  46  42  87  87  46  42

高 槻 市  161  151  364  364  161  151

島 本 町  8  7  30  30  8  7 北大阪ブロック 1 745  738  688

豊 中 市  163  148  397  397  163  148

池 田 市  37  34  103  103  37  34

箕 面 市  49  46  125  125  49  46

豊 能 町  8  7  27  42  11  10

能 勢 町  4  3  15

枚 方 市  149  142  402  402  149  142

寝 屋 川 市  98  87  260  260  98  87

守 口 市  63  58  157  157  63  58

門 真 市  64  60  141  141  64  60 東大阪ブロック 1 740  693  650

四 條 畷 市  20  17  54  130  43  37

交 野 市  22  20  75

大 東 市  42  41  129  650  275  267

東 大 阪 市  233  226  520

大 阪 市 2 019 1 796 2 602 2 880 2 096 1 868

八 尾 市  77  72  278 大阪ブロック 3 015 2 145 1 908

松 原 市  49  39  135  135  49  39

柏 原 市  31  30  80

羽 曳 野 市  52  49  119  267  116  110

藤 井 寺 市  33  31  67

富 田 林 市  33  31  124

河 内 長 野 市  31  29  121

大 阪 狭 山 市  16  15  57 南河内ブロック  642  216  202

太 子 町  3  3  13  376  100  92

河 南 町  4  4  16

千 早 赤 阪 村  2  1  8

美 原 町  10  9  38

堺 市  323  315  805  805  323  315 堺ブロック  805  323  315

泉 大 津 市  36  34  72

和 泉 市  67  62  164  300  129  122

高 石 市  27  25  64

忠 岡 町  8  8  17  17  8  8

岸 和 田 市  96  89  198  283  139  131

貝 塚 市  44  41  85 泉州ブロック  884  399  375

熊 取 町  14  12  41  41  14  12

泉 佐 野 市  53  51  94  101  57  55

田 尻 町  4  4  7

泉 南 市  22  21  63  120  43  41

阪 南 市  21  20  58

岬 町  8  7  21  21  8  7

市町村別 現在の処理体制別 広域ブロック 

大 阪 府 内 の ご み 処 理 実 績 （ 平 成 ８ 年 度 ）





資料－２ 現在稼働中の焼却施設別排ガス中のダイオキシン類排出濃度一覧

（平成９年度）

処 理 能 力 排ガｽ中ダｲｵｷｼﾝ類濃度
市町村名・一部事務組合名 施 設 名 炉名 炉 型 式

(t／日) (ng-TEQ/N ）

大阪市 森之宮工場 １～３号炉 全連続 ３００×３ ２．００

〃 平野工場 １～３号炉 全連続 ２００×３ ３．７０

〃 東淀工場 １～３号炉 全連続 ２００×３ １．８０

〃 港工場 １，２号炉 全連続 ３００×２ ２．９０

〃 南港工場 １，２号炉 全連続 ３００×２ ４．２０

〃 大正工場 １，２号炉 全連続 ３００×２ １．８０

〃 住之江工場 １，２号炉 全連続 ３００×２ ０．９３

〃 鶴見工場 １，２号炉 全連続 ３００×２ ２．２０

〃 西淀工場 １，２号炉 全連続 ３００×２ ０．０５

〃 八尾工場 １，２号炉 全連続 ３００ ０．０６

堺 市 ｸﾘｰﾝｾﾝﾀｰ東第一工場 １，２号炉 全連続 １５０×２ ２．００

〃 ｸﾘｰﾝｾﾝﾀｰ東第二工場 １号炉 全連続 ２３０ ０．０４３

〃 〃 ２号炉 全連続 ２３０ ０．０１６

〃 ｸﾘｰﾝｾﾝﾀｰ南工場 １～３号炉 全連続 １５０×３ ０．３６

池田市 清掃工場 １号炉 全連続 ６０ ３．３０

〃 〃 ２号炉 全連続 ６０ ２．３０

〃 〃 ３号炉 全連続 ６０ １．４０

吹田市 北工場第２工場 １号炉 全連続 １５０ ０．９５

〃 〃 ２号炉 全連続 １５０ ３．１０

〃 〃 ３号炉 全連続 １５０ ０．３３

高槻市 前島ｸﾘｰﾝｾﾝﾀｰ（第１工場） １号炉 全連続 １５０ ３．３０／３．００

〃 〃 ２号炉 全連続 １５０ ５．２０／４．５０

〃 〃 ３号炉 全連続 １５０ ３．８０／３．５０

〃 前島ｸﾘｰﾝｾﾝﾀｰ（第２工場） １号炉 全連続 １８０ ０．０８６

〃 〃 ２号炉 全連続 １８０ ０．０２５

守口市 ｸﾘｰﾝｾﾝﾀｰ ３号炉 全連続 １５０ ４０．００

〃 〃 ４号炉 全連続 １４２ ３８．００

枚方市 穂谷川清掃工場（第２プﾗﾝﾄ） １，２号炉 全連続 １５０×２ ４．６０

〃 〃 （第３プﾗﾝﾄ） 全連続 ２００ １．８０

茨木市 環境衛生ｾﾝﾀｰ（第１工場） ２号炉 全連続 １５０ ７．３０

〃 〃 ３号炉 全連続 １５０ ５．２０

〃 環境衛生ｾﾝﾀｰ（第２工場） １号炉 全連続 １５０ ０．０３５

〃 〃 ２号炉 全連続 １５０ ０．０６

寝屋川市 寝屋川市ｸﾘｰﾝｾﾝﾀｰ １，２号炉 全連続 １８０×２ ８．００

松原市 清掃工場 １，２号炉 全連続 ７５×２ ７．５０

箕面市 環境ｸﾘｰﾝｾﾝﾀｰ Ａ号炉 全連続 １３５ １０．００

〃 〃 Ｂ号炉 全連続 １３５ ６．００



処 理 能 力 排ガｽ中ダｲｵｷｼﾝ類濃度
市町村名・一部事務組合名 施 設 名 炉名 炉 型 式

(t／日) (ng-TEQ/N ）

門真市 環境ｾﾝﾀｰ ４号炉 全連続 １４４ ６．７０

〃 〃 ５号炉 全連続 １５６ ０．１０

摂津市 環境ｾﾝﾀｰ ３号炉 全連続 ９０ ２．５０

〃 〃 ４号炉 全連続 ９０ ８．７０

島本町 清掃工場 １号炉 機械化バｯﾁ ２３ ６．６０

〃 〃 ２号炉 機械化バｯﾁ ２３ ７．１０

忠岡町 ｸﾘｰﾝｾﾝﾀｰ １号炉 全連続 ３０ １８．６０

熊取町 環境ｾﾝﾀｰ Ａ系 准連続 ４１ １３．００

〃 〃 Ｂ系 准連続 ４１ ９．３０

岬町 岬町美化ｾﾝﾀｰ 准連続 ５０ １２．００

豊中市伊丹市ｸﾘｰﾝﾗﾝド ごみ焼却施設 １号炉 全連続 ２２５ ３．１０

〃 〃 ２号炉 全連続 ２２５ １１．００

〃 〃 ３号炉 全連続 ２２５ ７．８０

〃 〃 ４号炉 全連続 １９５ ０．０７２

泉北環境整備施設組合 第２事業所 ３号炉 全連続 １５０ ８．８０

〃 〃 ４号炉 全連続 １５０ ６．７０

〃 〃 ５号炉 全連続 １５０ ６．６０

柏羽藤環境事業組合 柏羽藤ｸﾘｰﾝｾﾝﾀｰ １号炉 全連続 １５０ ３．２０

〃 〃 ２号炉 全連続 １５０ １０．００

〃 〃 ３号炉 全連続 １５０ ８．４０

泉佐野市田尻町清掃施設組合 第２事業所 １号炉 全連続 ８０ １．００

〃 〃 ２号炉 全連続 ８０ ５．２０

〃 〃 ３号炉 全連続 ８０ ４．６０

東大阪都市清掃施設組合 第３工場 １，２号炉 全連続 ２００×２ ４．２０

〃 〃 ３号炉 全連続 ２００ ０．２３

〃 第４工場 １号炉 全連続 ３００ ５．９０

〃 〃 ２号炉 全連続 ３００ １４．００

四條畷市交野市清掃施設組合 ごみ焼却場 １号炉 全連続 ９０ ０．２９

〃 〃 ２号炉 全連続 ９０ ２０．００

岸和田市貝塚市清掃施設組合 清掃工場 １～４号炉 全連続 １５０×４ ３．５０／２．７０

南河内清掃施設組合 塵芥焼却場 １号炉 全連続 １５０ ０．６８

〃 〃 ２号炉 全連続 １５０ ０．８８

泉南清掃事務組合 清掃工場 １号炉 全連続 ９５ ３．６０

〃 〃 ２号炉 全連続 ９５ ５．４０

（注）1) 炉型式・・・・・全連続：全連続炉、准連続：准連続炉、機械化バｯﾁ ：機械化バｯﾁ 炉

2) ダｲｵｷｼﾝ類濃度・・○○／○○とあるのは、測定日が異なる。

なお、一部平成１０年度の測定結果を含む。

3) 単位・・・・・・ng(ﾅﾉグﾗﾑ) ：１グﾗﾑ の10億分の１ (10－９グﾗﾑ)、TEQ ：毒性等価換算濃度







資料－４ ごみの組成比率（湿重量基準）

（単位：％）

ごみ種別 容器包装廃棄物 ※ 容器包装ﾘｻｲｸﾙ法の品目での区分 容器包装廃棄物以外 合 計

紙 ７．５ 飲料用紙製容器 ０．６ ２０．０ ２７．５

ダﾝボ-ﾙ ２．４

その他紙製容器 ４．５

プラス ９．３ PETボﾄﾙ ０．５ ２．７ １２．０

チック その他プﾗ製容器包装 ８．８

ガラス ５．３ ガﾗｽ ５．３ ０．５ ５．８

金属 ２．８ ｽﾁ-ﾙ缶 １．９ １．０ ３．８

ｱﾙﾐﾆｳﾑ缶 ０．９

厨芥類 ３９．７ ３９．７

木竹類 ３．８ ３．８

布類 ３．６ ３．６

その他 ０．１ ３．６ ３．７

合 計 ２５．０ ７５．０ １００．０

※容器包装リサイクル法の分別収集対象 網かけ部 ：平成 ９年度から

網かけ部以外：平成１２年度から

出典：平成７年度厚生省一般廃棄物組成調査

※ 「容器包装物以外」の「厨芥類」以下は、５政令指定都市の組成比率の

平均により按分

資料－５ 容器包装リサイクル法に基づく分別収集の状況（平成９年度）

（単位:t）

品 目 排出量 収集実績量 計画回収率 (%) 実績回収率 (%)

無色 63,832.0 23,578.6
ガ
ラ 茶色 52,107.0 15,872.3 ５１ ３５．６
ス

その他 14,330.0 6,901.3

プﾗ ペットボトル 12,618.0 1,083.0 １３ ８．６

スチール 53,055.0 31,163.9 ６１ ５８．７
缶

アルミニウム 22,740.0 9,373.8 ５９ ４１．２

紙 紙パック 17,231.0 386.4 ９ ２．２

合 計 235,913.0 88,359.3 ４９ ３７．５



資料－６ 市町村の分別収集実施状況（平成９年度）

種 類 市町村数 市 町 村 名

９ 種 ２ 門真市、吹田市

８ 種 １ 箕面市

７ 種 ７ 豊中市、枚方市、八尾市、東大阪市、四條畷市、交野市、豊能町

６ 種 １２ 泉大津市、高槻市、守口市、寝屋川市、松原市、大東市、摂津市、

高石市、泉南市、島本町、能勢町、熊取町

５ 種 １３ 堺市、岸和田市、貝塚市、泉佐野市、富田林市、河内長野市、

和泉市、藤井寺市、大阪狭山市、阪南市、忠岡町、太子町、河南町

４ 種 ９ 大阪市、池田市、茨木市、柏原市、羽曳野市、田尻町、岬町、

千早赤阪村、美原町



ご み の 分 別 収 集 の 実 態 （ 平 成 ９ 年 度 ）

種別 分 別 容 器 包 装ﾘｻｲｸﾙ法 対 象 品 目

収 集 可燃 (混 合) 不燃ごみ 粗大ごみ その他のごみ

の 区 ごみ ビ ペｯ カ 紙 パ 混 合 収 集

市町村 分 数 ン ﾄ ン ｯｸ

大阪市 ４ ① 普 通 ご み ② 粗 大 ご み ③ ④ び ん+ペｯﾄ+缶

堺市 ５ ① 生 活 ご み ② 粗 大 ご み ③ ④ ⑤ び ん+缶

岸和田市 ５ ① 普 通 ご み ② 粗 大 ご み ③ ④ ⑤ び ん+缶

豊中市 ７ ① 可 燃 ご み ② 不 燃 ご み ③ 大 型 ご み ④ ⑤ ⑥ ② 缶+ ⑦ 危 険ご み(石 油ｽﾄｰ

そ の 他 金 属 類 等 ブ､ｺﾝﾛ､ｽプﾚｰ

缶 等)

池田市 ４ ① も え る ご み ② 粗 大 ご み･も え な い ご み ③ ④ び ん+缶

吹田市 ９ ① 燃 焼 ご み ② 小 型 複 雑 ご み ③ 大 型 複 雑 ご み ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ 有 害危 険 ご み(電 池 類

､蛍 光 灯､体 温 計 等)

⑨ 古 紙､古 布

泉大津市 ６ ① 一 般 ご み ② 粗 大 ご み ③ ④ ⑤ ⑥

高槻市 ６ ① 可 燃 ご み ② 不 燃 ご み ③ 大 型 可 燃 ご み ④ ⑤ ⑥ 古 紙 と 古 布

貝塚市 ５ ① 一 般 ご み ② 粗 大 ご み ③ ④ ⑤ び ん+缶

守口市 ６ ① 可 燃 ご み ② 不 燃･粗 大 ご み ③ ④ ⑤ ⑥ 有 害危 険 ご み(電 池 類

､体 温 計)

枚方市 ７ ① 一 般 ご み ② 粗 ご み ④ ⑤ ⑥ ⑦

③ 大 型 ご み

茨木市 ４ ① 普 通 ご み ② 粗 大 ご み ③ ④ び ん+ペｯﾄ+缶

八尾市 ７ ① 可 燃 ご み ② 埋 立 ご み ④ 粗 大 ご み ⑤ ⑥ ⑦ び ん+缶

③ 複 雑 ご み

泉佐野市 ５ ① 普 通 ご み ② も え な い ご み･粗 大 ご み ③ ④ ⑤ び ん+缶

富田林市 ５ ① 燃 え る ご み ② 粗 大 ご み ③ ④ ⑤ び ん+缶

寝屋川市 ６ ① 可 燃 ご み ② 不 燃 ご み ③ 臨 時 ご み ④ ⑤ ⑥ び ん+缶

河内長野市 ５ ① も え る ご み ② も え な い ご み ③ ④ ⑤ び ん+缶

･粗 大 ご み

松原市 ６ ① 可 燃 ご み ② 不 燃 物 ③ 不 燃 物･粗 大 ご み ④ ⑤ び ん+ペｯﾄ+缶 ⑥ 乾 電池

･粗 大 ご み

大東市 ６ ① 一 般 ご み ② 燃 え る 粗 大 ご み ④ ⑤ ⑥ び ん+缶

③ 燃 え な い 粗 大 ご み

和泉市 ５ ① 日 常 ご み ② 粗 大 ご み ③ ④ ⑤ び ん+缶+そ の 他

箕面市 ８ ① 可 燃 ご み ② 不 燃 ご み ③ 大 型 ご み ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ 乾 電池･蛍 光 灯 等

柏原市 ４ ① 一 般 家 庭 ご み ② 不 燃･粗 大 ご み ③ ④ び ん+缶



種別 分 別 容 器 包 装ﾘｻｲｸﾙ法 対 象 品 目

収 集 可燃 (混 合) 不燃ごみ 粗大ごみ その他のごみ

の 区 ごみ ビ ペｯ カ 紙 パ 混 合 収 集

市町村 分 数 ン ﾄ ン ｯｸ

羽曳野市 ４ ① も え る ご み ② も え な い ご み ③ も え る 大 き な ご み ④ び ん+缶

門真市 ９ ① 普 通 ご み ④ 不 燃 第2ご み ⑤ 可 燃 第1ご み ⑦ ⑧ ⑨ び ん+缶

② 可 燃 第2ご み (陶 器 類) (家 具 等)

(ふ と ん 等) ⑥ 不 燃 第1ご み

③ 可 燃 第3ご み (家 電 製 品 等)

(紙 類)

摂津市 ６ ① も や せ る ご み ② も や せ な い ご み ③ ④ ⑤ ⑥ 乾 電池

高石市 ６ ① 普 通 ご み ② 不 燃 ご み ③ 粗 大 ご み ④ ⑤ ⑥ び ん+缶

藤井寺市 ５ ① 生 ご み ② 不 燃 ご み ③ 粗 大 ご み ④ ⑤

東大阪市 ７ ① 一 般 ご み ② 燃 え る 粗 大 ご み ⑤ ⑥ ⑦ び ん+缶

③ 燃 え な い 粗 大 ご み

④ 大 型 ご み

泉南市 ６ ① 可 燃 ご み ② 不 燃 ご み ③ 粗 大 ご み ④ ⑤ ⑥ び ん+缶

四條畷市 ７ ① 可 燃 ご み ② 不 燃 ご み ③ 粗 大 ご み ④ ⑤ ⑥ び ん+缶 ⑦ 廃 乾電 池

交野市 ７ ① 普 通 ご み ② 不 燃 ご み ③ 可 燃 性 粗 大 ご み ④ ⑤ ⑥ び ん+缶 ⑦ 乾 電池･蛍 光 灯

大阪狭山市 ５ ① も え る ご み ② 粗 大 ご み ③ ④ び ん+缶

⑤ ペｯﾄ+ﾄﾚｲ

阪南市 ５ ① 生 ご み ② 不 燃 粗 大 ご み ③ ④ ⑤ び ん+缶

島本町 ６ ① 燃 え る ご み ② 不 燃 等 ご み ③ 大 型 ご み ④ ⑤ ⑥ 危 険･有 害 ご み(電 池

･引 越 ご み ･蛍 光 灯･刃 物 等)

豊能町 ７ ① 生 ご み 等 ② 可 燃 性 粗 大 ④ ⑤ ⑥ ⑦

③ 不 燃 性 粗 大

能勢町 ６ ① 可 燃 ご み ② 小 型 粗 大 ご み ③ 不 燃 粗 大･可 燃 粗 大 ④ ⑤ ⑥ ペｯﾄ+紙 パｯｸ

忠岡町 ５ ① 一 般 家 庭 ご み ② 粗 大 ご み ③ ④ び ん+缶 ⑤ 繊 維ご み

熊取町 ６ ① 燃 え る ご み ② 粗 大･不 燃 ご み ③ ④ ⑤ ⑥

田尻町 ４ ① 普 通 ご み ② も え な い ご み･粗 大 ご み ③ ④ び ん+缶

岬町 ４ ① 普 通 ご み ② 粗 大 ご み ③ ④

太子町 ５ ① も え る ご み ② 粗 大 ご み ③ ④ ⑤

河南町 ５ ① も え る ご み ② 粗 大 ご み ③ ④ び ん+缶

⑤ ペｯﾄ+ﾄﾚｲ

千早赤阪村 ４ ① も え る ご み ② 粗 大 ご み ③ ④ び ん+缶

美原町 ４ ① も え る ご み ② 粗 大 ご み ③ ④ び ん+ペｯﾄ+缶



資料－７ ごみ減量化・リサイクルアクションプログラム

（「大阪府廃棄物減量化・リサイクル推進会議」で策定）

１ ごみを作らない（ごみの発生・排出の抑制）

主体 目 標 実 践 行 動

事 ごみになりにくい製品づくり 製品アセスメントの実施［製造事業者］
業 ごみを増やさない販売活動 エコショップ制度への参画［流通事業者］
者 ご み を 減 ら す 工 夫 資料などの用紙の倹約［オフィス］

ご み を 減 ら す 工 夫 容易にごみとなるようなものは買わない
住 何回も使用可能な容器に入った商品の選択

買物かごなどの持参
民 ご み に し な い 工 夫 コンポスト容器などの利用

修理・修繕による使用

行 ご み を 減 ら す 工 夫 資料などの用紙の倹約、処理費用の負担の検討
政 啓 発 普 及 事 業 の 展 開 減量化・リサイクルについて理解と協力を得る

２ ごみの資源化（再使用や資源物の回収）

主体 目 標 実 践 行 動

事 資源化しやすい製品づくり 製品の材質表示［製造事業者］
業 資 源 ご み の 分 別 収 集 店頭での分別収集［流通事業者］
者 分 別 排 出 オフィス古紙モデル回収実験の実施［オフィス］

分別収集・集団回収の資源回収 回収体制の整備拡充［回収事業者］

住 分 別 排 出 、 集 団 回 収 分別収集への協力、集団回収地域の拡大
民 パｯｸ､ﾄﾚｲ､ペｯﾄボﾄﾙ､廃食用油回収実施

行 分 別 収 集 の 実 施 分別収集の拡充
再 資 源 化 施 設 の 整 備 再生資源の回収・供給・利用を図るための

政 施設整備
資源化しやすいシステムづくり 事業者への誘導・要請

３ リサイクルの推進（再生品の使用）

主体 目 標 実 践 行 動

事 再 生 原 料 等 の 利 用 再生資源の利用促進［製造事業者］
業 再 生 品 の 普 及 エコマ－ク製品等の再生品の販売［流通事業者］
者 再 生 品 の 使 用 再生紙の使用徹底［オフィス］

住 再 生 品 の 使 用 エコマ－ク・グリ－ンマ－ク製品の購入
民 不用品交換会の開催、事業者への働きかけ

行 再 生 品 の 使 用 再生紙の使用徹底
減量化・リサイクル活動の支援 住民などのリサイクル活動への支援策の推進

政 リサイクルセンタ－の整備 市民啓発・情報提供・調査研究のためのセンタ－



資 料 － ８ 廃 棄 物 処 理 技 術 比 較 表

本資料は、設備メーカー５社へのアンケート調査をもとに作成した。

1 ) 総 合 的 な 処 理 技 術

処 理 技 術 名 焼 却 ＋ 灰 溶 融

技 術 フ ロ ー 焼却炉→ガス冷却塔→排ガス処理設備→煙突

↓ ↓

（焼却灰） （飛灰） （溶融飛灰）

↓ ↑

灰溶融炉→ガス燃焼室→ガス冷却塔→排ガス処理設備→煙突

主 な 技 術 〇焼却炉：ストーカ炉、流動床炉

〇排ガス処理設備：ろ過式（バグフィルター）、電気式（電気集じん器）

〇灰溶融炉（処理技術比較表 ）：電気溶融、バーナー溶融、副資材溶融

技 術 の 概 要 ・８００～１０００度で焼却後、排ガスを急冷し、排ガス処理設備で飛灰等有

害物質を除去する。

・発生する焼却灰及び飛灰は、１２５０～１４５０度で溶融し、発生するスラ

グは有効利用し、溶融飛灰は薬剤にて重金属安定化処理を行う。

実 績 等 ・焼却炉は自治体等の実績多数。

・灰溶融炉は各地の自治体で実績あり。

長 所 ・ほぼ完成された技術であり、技術的信頼性が高い。

・灰溶融施設から生ずる残渣は、溶融飛灰以外はスラグとしての有効利用が可

能である。

・適正処理できるごみ質の幅が広い。

短 所 ・焼却炉

・ごみを連続供給する中で、良好な燃焼状態を保つため、ごみ質、ごみ投入

量、炉への空気吹き込み量等のバランス調整を要する。

・別途、焼却灰・飛灰の溶融施設が必要である。

・灰溶融炉

・燃料か電気を用いる溶融が主であり、ランニングコストが高い。

・２施設分（焼却炉＋灰溶融炉）の敷地面積が必要である。

広 域 化 に ・技術的安定性、実績、適正処理できるごみ質の幅広さ等を考えると、今のと

あ た っ て の ころ、広域化後の適正処理の中心的な技術といえる。

評 価



処 理 技 術 名 焼 却 ＋ 灰 溶 融

50t/日･炉 ８１，０００ 千円／ごみｔ

イニシャ

100t/日･炉 ６８，２５０ 千円／ごみｔ

ルコスト

200t/日･炉 ６０，２５０ 千円／ごみｔ

50t/日･炉 ３，４２６ 千円／年・ごみｔ（基準ごみ時）

ランニン

100t/日･炉 ２，９１９ 千円／年・ごみｔ（基準ごみ時）

グコスト

200t/日･炉 ２，２６４ 千円／年・ごみｔ（基準ごみ時）

50t/日･炉 ７，０２０ Ｎ -wet／ごみｔ

排 出

100t/日･炉 ６，６０５ Ｎ -wet／ごみｔ

ガ ス 量

200t/日･炉 ６，４８４ Ｎ -wet／ごみｔ

50t/日･炉 焼却灰 ０．０７９ ｔ／ごみｔ ， 飛灰 ０．０３５ ｔ／ごみｔ

溶融飛灰 ０．０１６ ｔ／ごみｔ ， スラグ ０．０９９ ｔ／ごみｔ

残 渣 ・

100t/日･炉 焼却灰 ０．０７９ ｔ／ごみｔ ， 飛灰 ０．０３５ ｔ／ごみｔ

溶融飛灰 ０．０１６ ｔ／ごみｔ ， スラグ ０．０９９ ｔ／ごみｔ

生成物量

200t/日･炉 焼却灰 ０．０７９ ｔ／ごみｔ ， 飛灰 ０．０３５ ｔ／ごみｔ

溶融飛灰 ０．０１６ ｔ／ごみｔ ， スラグ ０．０９９ ｔ／ごみｔ

50t/日･炉 ２５０ ＫＷ／ごみｔ

発電電力 100t/日･炉 ３６６ ＫＷ／ごみｔ

200t/日･炉 ３９３ ＫＷ／ごみｔ

50t/日･炉 消費燃料 １２．６１ ／ごみｔ

消費電力 ３１４ ｋｗ／ごみｔ

消費燃料

100t/日･炉 消費燃料 ３．３０ ／ごみｔ

・ 消費電力 ３１９ ｋｗ／ごみｔ

消費電力 200t/日･炉 消費燃料 １．５０ ／ごみｔ

消費電力 ２７８ ｋｗ／ごみｔ



処 理 技 術 名 溶 融 （ 直 接 溶 融 、 ガ ス 化 溶 融 ）

技 術 フ ロ ー 溶融炉→ガス燃焼室→ガス冷却塔→排ガス処理設備→煙突

↓

（溶融飛灰）

主 な 技 術 〇溶融炉：ガス化溶融炉（ガス化部と溶融部が別）、

直接溶融炉（ガス化部と溶融部が一体（高炉技術の応用））

〇排ガス処理設備：ろ過式（バグフィルター）、電気式（電気集じん器）

技 術 の 概 要 ・ごみを１２５０～１４５０度で溶融し、発生するスラグは有効利用し、溶融

飛灰は薬剤にて重金属安定化処理を行う。

・ガス化溶融炉は、ガス化部で未酸化状態の鉄・アルミ等を回収できる。

・ガス化部を還元雰囲気とするため、空気比を１．３程度に絞り込む（通常の

焼却炉は１．８程度）。

・直接溶融炉では、補助燃料としてコークスが必要である。

実 績 等 ・直接溶融炉は実績あり。（大阪府下では茨木市が採用）

・ガス化溶融炉は自治体で建設中のものが２施設あり。

焼却炉メーカーの実証炉で開発中のものが多数あり。

長 所 ・溶融飛灰以外はスラグとしての有効利用が可能である。

・ガス化溶融炉

・未酸化の鉄・アルミの回収ができる。

・溶融熱源には熱分解ガスを用いるため補助燃料が不要である。

・空気比が１ ．３程度であり、ボイラ効率が高く、排ガス量が少ない。

・直接溶融炉

・高炉技術の応用で廃棄物処理としての実績もあり、技術的信頼性が高い。

・適正処理できるごみ質の幅が広い。

短 所 ・ガス化溶融炉

・新技術であり、実績が殆ど無い。

・ガス化部を還元雰囲気とするために気密性を要する。

・ガス化時に不純物と混じって生ずるタールの対策を要する。（ガス化の温

度が４００度程度であり、気化されるので不要との意見もある）

・熱分解ガス及び溶融排ガスに含まれる高濃度の塩化水素による腐食対策、

生成塩対策を要する。

・直接溶融炉

・補助燃料（コークス）が必要である。

・高酸素濃度の空気が必要で、その空気を作るのに電力が必要である。

広 域 化 に （ガス化溶融技術）

・ランニングコスト、排ガス量において、焼却＋灰溶融技術より優れており、

あ た っ て の 未酸化の金属回収が可能であるといった点も含めて、将来的に広域化施設の

主要技術となる可能性を持った技術であるが、実績の確立や、リサイクルの

評 価 推進により高カロリー廃棄物が除かれた際にも補助燃料なしに稼働できるか

など、課題や今後のごみ処理体制に左右される部分も多い。

（直接溶融技術）

・技術的安定性、実績、適正処理できるごみ質の幅広さ等、焼却技術と同様の

長所をもち、今のところ、広域化後の適正処理の中心的な技術といえる。



処 理 技 術 名 溶 融 （ 直 接 溶 融 、 ガ ス 化 溶 融 ）

50t/日･炉 ７７，４８０ 千円／ごみｔ

イニシャ

100t/日･炉 ６５，７００ 千円／ごみｔ

ルコスト

200t/日･炉 ５８，１３０ 千円／ごみｔ

50t/日･炉 ２，６７７ 千円／年・ごみｔ（基準ごみ時）

ランニン

100t/日･炉 ２，２６１ 千円／年・ごみｔ（基準ごみ時）

グコスト

200t/日･炉 １，９０９ 千円／年・ごみｔ（基準ごみ時）

50t/日･炉 ４，８３３ Ｎ -wet／ごみｔ

排 出

100t/日･炉 ４，６６７ Ｎ -wet／ごみｔ

ガ ス 量

200t/日･炉 ４，６４９ Ｎ -wet／ごみｔ

50t/日･炉 溶融飛灰 ０．０２９ ｔ／ごみｔ

スラグ ０．０５９ ｔ／ごみｔ，鉄・アルミ等 ０．０２４ ｔ／ごみｔ

残 渣 ・

100t/日･炉 溶融飛灰 ０．０２９ ｔ／ごみｔ

スラグ ０．０５９ ｔ／ごみｔ， 鉄・アルミ等 ０．０２４ｔ／ごみｔ

生成物量

200t/日･炉 溶融飛灰 ０．０２９ ｔ／ごみｔ

スラグ ０．０５９ ｔ／ごみｔ， 鉄・アルミ等 ０．０２４ｔ／ごみｔ

50t/日･炉 ３４８ ＫＷ／ごみｔ

発電電力 100t/日･炉 ４３２ ＫＷ／ごみｔ

200t/日･炉 ４８８ ＫＷ／ごみｔ

50t/日･炉 消費燃料 １６．８５ ／ごみｔ

消費電力 ２６２ ｋｗ／ごみｔ

消費燃料

100t/日･炉 消費燃料 １６．３７ ／ごみｔ

・ 消費電力 ２２６ ｋｗ／ごみｔ

消費電力 200t/日･炉 消費燃料 １５．９６ ／ごみｔ

消費電力 １９９ ｋｗ／ごみｔ



処 理 技 術 名 Ｒ Ｄ Ｆ 化 ＋ Ｒ Ｄ Ｆ 燃 焼

技 術 フ ロ ー ＲＤＦ化施設

破砕・乾燥・石灰供給・成形 →ＲＤＦ燃焼施設

↓

排ガス処理設備→排気口

主 な 技 術 〇ＲＤＦ化施設

〇ＲＤＦ燃焼施設：発電施設、温水供給施設、セメント工場の燃料・原料

（いずれも排ガス処理はごみ焼却施設と同程度必要）

技 術 の 概 要 ・ごみを破砕、乾燥・成形させ、ＲＤＦ（ごみ燃料）を製造する。

・ＲＤＦは、利用先で燃料・原料として用いられる。利用先での環境対策には

十分な配慮を要する。

実 績 等 ・ＲＤＦ化施設は自治体で２２施設稼働中。（１９９８年７月現在）

・ＲＤＦ燃焼施設は地元還元の温水供給施設、地元企業での利用が中心。大規

模発電施設は実績無し。計画中の自治体としては三重県、栃木県、福岡県等

がある。

長 所 ・ＲＤＦ化施設

・燃焼工程が無いので排ガスの発生が少ない。（煙突不要）

・ＲＤＦはごみに比べ、１／２に減容化され、保存性が良く、運搬が容易で

ある。

・ＲＤＦはごみに比べ、燃料としての発熱量が安定することから、利用施設

での安定燃焼が行いやすい。

・ＲＤＦ燃焼施設

・ＲＤＦを燃料として利用できる。

短 所 ・ＲＤＦ化施設

・臭気対策及び乾燥工程で生ずる排ガス対策として、排ガス処理設備が必要

である。

・ＲＤＦ燃焼施設

・ごみ焼却炉と同等の環境対策が必要である。

・本技術はＲＤＦ化施設とＲＤＦ燃焼施設で成り立つものであり、双方合わせ

たイニシャルコスト・ランニングコストは高い。

広 域 化 に ・ＲＤＦ化施設のイニシャルコストは他のシステムの１／２程度で済むことか

ら、複数のＲＤＦ化施設でごみを減容した後、大規模燃焼施設のスケールメ

あ た っ て の リットを生かしてＲＤＦを利用することは、広域化後のごみ処理技術の効果

的な組み合わせの一つと思われる。

評 価 ただし、ランニングコストでみると、ＲＤＦ化施設単独で、他の技術と同程

度かかり、燃焼施設を含めると、ランニングコストは、かなりかかると思わ

れる。

・ＲＤＦ化不適物の処理が必要であり、分別方法や資源化技術等を含めたトー

タル的なごみ処理体制の確立が不可欠である。



処 理 技 術 名 Ｒ Ｄ Ｆ 化 ＋ Ｒ Ｄ Ｆ 燃 焼

50t/日･炉 １０２，２５０ 千円／ごみｔ

（ ＲＤＦ化のみ ３５，３３３ 千円／ごみｔ）

イニシャ

100t/日･炉 ８８，４８８ 千円／ごみｔ

（ ＲＤＦ化のみ ３１，２１７ 千円／ごみｔ）

ルコスト

200t/日･炉 ７８，０６９ 千円／ごみｔ

（ ＲＤＦ化のみ ２８，０５８ 千円／ごみｔ）

50t/日･炉 ４，９４１ 千円／年・ごみｔ（基準ごみ時）

（ ＲＤＦ化のみ ２，６１９ 千円／年・ごみｔ（基準ごみ時）

ランニン

100t/日･炉 ４，４１９ 千円／年・ごみｔ（基準ごみ時）

（ ＲＤＦ化のみ ２，４１３ 千円／年・ごみｔ（基準ごみ時）

グコスト

200t/日･炉 ４，０７５ 千円／年・ごみｔ（基準ごみ時）

（ ＲＤＦ化のみ ２，２９０ 千円／年・ごみｔ（基準ごみ時）

50t/日･炉 ５，１２０ Ｎ -wet／ごみｔ

排 出

100t/日･炉 ５，０９５ Ｎ -wet／ごみｔ

ガ ス 量

200t/日･炉 ５，０８０ Ｎ -wet／ごみｔ

50t/日･炉 ＲＤＦ ０．５６３ ｔ／ごみｔ

利用施設の焼却灰 ０．００６ ｔ／ごみｔ，飛灰 ０．１７８ ｔ／ごみｔ

残 渣 ・

100t/日･炉 ＲＤＦ ０．５６３ ｔ／ごみｔ

利用施設の焼却灰 ０．００６ ｔ／ごみｔ，飛灰 ０．１７８ ｔ／ごみｔ

生成物量

200t/日･炉 ＲＤＦ ０．５６３ ｔ／ごみｔ

利用施設の焼却灰 ０．００６ ｔ／ごみｔ，飛灰 ０．１７８ ｔ／ごみｔ

50t/日･炉 ４７３ ＫＷ／ごみｔ

発電電力 100t/日･炉 ５４０ ＫＷ／ごみｔ

200t/日･炉 ６２０ ＫＷ／ごみｔ

50t/日･炉 消費燃料 ６３．２７ ／ごみｔ

消費電力 ２５３ ｋｗ／ごみｔ

消費燃料

100t/日･炉 消費燃料 ６２．７７ ／ごみｔ

・ 消費電力 ２４３ ｋｗ／ごみｔ

消費電力 200t/日･炉 消費燃料 ６２．５２ ／ごみｔ

消費電力 ２３０ ｋｗ／ごみｔ
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2 ) 要 素 技 術

灰溶融技術

処 理 技 術 名 電 気 溶 融 技 術

技 術 フ ロ ー 電気溶融炉→ガス冷却塔→排ガス処理設備→煙突

↓ ↓

（スラグ） （溶融飛灰）

主 な 技 術 〇溶融炉：プラズマ方式、電気抵抗加熱方式、高周波誘導方式、

低周波誘導方式、アーク方式

技 術 の 概 要 ・電気的に１３００～１５００度の高温を発生させ溶融する。

・発生するスラグは有効利用し、溶融飛灰は薬剤で重金属安定化処理を行う。

実 績 等 ・宇都宮市、可茂衛生施設利用組合、日立市等

長 所 ・排ガス量が少ない。

短 所 ・消費電力が大きい。

・窒素供給装置が必要である。

広 域 化 に ・ ランニングコストが安いこと、排出ガス量が少ないので排ガス処理設備が

小さくてよく、環境面でも有利なことなど、他の方式より優れた点が多い。

あ た っ て の ・ 灰溶融施設が小規模な場合は、コスト、消費電力の面でロスが多く、不利

となるので、大規模な灰溶融施設に向いた技術である。

評 価 ・ 広域化による大型焼却施設に付随して設置する場合や広域的な灰溶融施設

を整備する場合は有力な方法と思われる。

10t/日･炉 １８０，２５０ 千円／灰ｔ
イニシャ

50t/日･炉 ７８，１００ 千円／灰ｔ
ルコスト

100t/日･炉 ６４，２３８ 千円／灰ｔ

10t/日･炉 １１，１７１ 千円／灰ｔ・年（基準ごみ時）
ランニン

50t/日･炉 ６，４２６ 千円／灰ｔ・年（基準ごみ時）
グコスト

100t/日･炉 ５，７３７ 千円／灰ｔ・年（基準ごみ時）

10t/日･炉 ５，７６２ Ｎ -wet／灰ｔ
排 出

50t/日･炉 ３，５５６ Ｎ -wet／灰ｔ
ガ ス 量

100t/日･炉 ３，２７３ Ｎ -wet／灰ｔ

10t/日･炉 溶融飛灰 ０．１０５ ｔ／灰ｔ

スラグ ０．８４８ ｔ／灰ｔ
残 渣 ・

50t/日･炉 溶融飛灰 ０．１０６ ｔ／灰ｔ

スラグ ０．８６１ ｔ／灰ｔ
生成物量

100t/日･炉 溶融飛灰 ０．１０５ ｔ／灰ｔ

スラグ ０．８６６ ｔ／灰ｔ

10t/日･炉 消費燃料 ３５．５８ ／灰ｔ

消費電力 １，４１５ ｋｗ／灰ｔ
消費燃料

50t/日･炉 消費燃料 ８．２４ ／灰ｔ

・ 消費電力 ９９４ ｋｗ／灰ｔ

消費電力 100t/日･炉 消費燃料 ５．６７ ／灰ｔ

消費電力 ９３９ ｋｗ／灰ｔ



処 理 技 術 名 バ ー ナ ー 溶 融 技 術

技 術 フ ロ ー バーナー溶融炉→ガス冷却塔→排ガス処理設備→煙突

↓ ↓

（スラグ） （溶融飛灰）

主 な 技 術 〇溶融炉：フィルム溶融方式、旋回流式溶融方式、回転式表面溶融方式、

ロータリーキルン式溶融方式、固定式表面溶融方式

技 術 の 概 要 ・燃料（都市ガス・灯油・重油等）を用いたバーナーにより、１３００～１５

００度の高温で溶融する。

・発生するスラグは有効利用し、溶融飛灰は薬剤で重金属安定化処理を行う。

実 績 等 ・諫早市、白根市、狭山市、竜ヶ崎市、我孫子市、南河内清掃施設組合、南高

南部衛生施設組合等

長 所 ・構造が簡単でトラブルが少ない。

・廃プラスチック、ＲＤＦの混焼が可能である。

・立ち上げ、立ち下げが容易である。

・湿灰の受入れが可能である。

短 所 ・排ガス量が大きく、排ガス処理設備容量が大きくなる。

広 域 化 に ・取扱いが容易で、小規模な灰溶融が可能であること、廃プラスチック等との

あ た っ て の 混焼が可能なことなど、受入条件に柔軟性がある技術である。

評 価 ・中小規模の焼却施設に付随して設置する場合や破砕後の不燃物（金属は除く

）の処理を併せて行う場合に適した技術と思われる。

10t/日･炉 １１０，０００ 千円／灰ｔ
イニシャ

50t/日･炉 ６９，５００ 千円／灰ｔ
ルコスト

100t/日･炉 ５６，５００ 千円／灰ｔ

10t/日･炉 ８，６６１ 千円／灰ｔ・年（基準ごみ時）
ランニン

50t/日･炉 ７，０５６ 千円／灰ｔ・年（基準ごみ時）
グコスト

100t/日･炉 ５，９８０ 千円／灰ｔ・年（基準ごみ時）

10t/日･炉 ９，６７１ Ｎ -wet／灰ｔ
排 出

50t/日･炉 １０，３５６ Ｎ -wet／灰ｔ
ガ ス 量

100t/日･炉 １０，０３９ Ｎ -wet／灰ｔ

10t/日･炉 溶融飛灰 ０．１３５ ｔ／灰ｔ

スラグ ０．８５９ ｔ／灰ｔ
残 渣 ・

50t/日･炉 溶融飛灰 ０．１３３ ｔ／灰ｔ

スラグ ０．８７３ ｔ／灰ｔ
生成物量

100t/日･炉 溶融飛灰 ０．１３３ ｔ／灰ｔ

スラグ ０．８８１ ｔ／灰ｔ

10t/日･炉 消費燃料 ３４２ ／灰ｔ

消費電力 ２３２ ｋｗ／灰ｔ
消費燃料

50t/日･炉 消費燃料 ３１５ ／灰ｔ

・ 消費電力 ２０６ ｋｗ／灰ｔ

消費電力 100t/日･炉 消費燃料 ２４６ ／灰ｔ

消費電力 ２００ ｋｗ／灰ｔ



処 理 技 術 名 副 資 材 溶 融 技 術

技 術 フ ロ ー 副資材溶融炉→ガス冷却塔→排ガス処理設備→煙突

↓ ↓

（スラグ） （溶融飛灰）

主 な 技 術 〇溶融炉：コークスベット方式溶融方式、シャフト炉式溶融方式

技 術 の 概 要 ・副資材（コークス・石灰石等）の燃焼熱により、１４００～１６００度の高

温で溶融する。

・発生するスラグは有効利用し、溶融飛灰は薬剤で重金属安定化処理を行う。

長 所 ・鉄分の選別が不要で、一括処理が可能である。

・被溶融物の事前乾燥が不要である。

短 所 ・排ガス量が大きく、排ガス処理設備容量が大きくなる。

広 域 化 に ・金属等の混入を許容することから、広域的な灰溶融施設として、灰質の異な

あ た っ て の る複数の焼却炉の焼却灰・飛灰や破砕選別後の不燃物を併せて処理する場合

評 価 （広域化の過渡期等）に適した技術と思われる。
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廃プラスチック資源化技術

処 理 技 術 名 油 化

技 術 フ ロ ー 破砕・乾燥処理→熱分解装置→（ガス）→熱風発生装置→煙突

↓ ↓

（油） 熱利用

主 な 技 術 〇熱分解装置

〇熱風発生装置

〇脱塩素装置：湿式比重差分離、溶融脱塩素

塩 素 系 〇湿式比重差分離：湿式比重差分離により油化不適合 プﾗｽﾁｯｸ(PVC,PET,ABS等 )

プ ラ ス チ ッ ク を除去する。

へ の 対 応 〇溶融脱塩素：溶融槽で約３００度とすることにより、塩化水素として除去す

る。

技 術 の 概 要 ・プラスチックを４００度前後で熱分解して、油とガスを回収し、生成ガス等

を燃料とした熱風を熱分解等に利用する。

・油としては、ガソリン、灯油、軽油等が得られる。

実 績 等 実用段階である。（新潟、立川）

長 所 ・貯蔵性、輸送性の良い燃料や原料への転換ができる。

短 所 ・熱分解から油及びガスを回収する過程が新技術であるため、技術の確立が必

要である。

・生成油の流通ルートが確立されていない。

広 域 化 に ・コスト高であること、生成油の流通ルートが確立されていないこと、実績が

あ た っ て の 少ないことなどが、広域リサイクルの主要技術となるための課題である。

評 価

5 t/日 １９０，５００ 千円／ごみｔ
イニシャル

10 t/日 １６０，１６７ 千円／ごみｔ
コスト

20 t/日 １３５，０００ 千円／ごみｔ

5 t/日 １２，８８０ 千円／ごみｔ・年（基準ごみ時）
ランニング

10 t/日 １０，３５３ 千円／ごみｔ・年（基準ごみ時）
コスト

20 t/日 ８，３２０ 千円／ごみｔ・年（基準ごみ時）

5 t/日 ７，１９２ Ｎ -wet／ごみｔ

排出ガス量 10 t/日 ７，１９２ Ｎ -wet／ごみｔ

20 t/日 ７，１９２ Ｎ -wet／ごみｔ

5 t/日 油 ４９０ ／ごみｔ
残 渣 ・

10 t/日 油 ４９０ ／ごみｔ
生 成 物 量

20 t/日 油 ４９０ ／ごみｔ

5 t/日 消費燃料 １３０．４３ ／ごみｔ

消費電力 ４４３ ｋｗ／ごみｔ
消費燃料・

10 t/日 消費燃料 １３０．４３ ／ごみｔ

消費電力 ３９３ ｋｗ／ごみｔ
消 費 電 力

20 t/日 消費燃料 １３０．４３ ／ごみｔ

消費電力 ３５７ ｋｗ／ごみｔ



処 理 技 術 名 高 炉 原 料 化

技 術 フ ロ ー フィルム系プラスチック→溶融造粒機

→高炉吹き込み

固形プラスチック →破砕・粉砕 （高炉還元剤）

主 な 技 術 〇溶融造粒機

〇高炉吹き込み装置

技 術 の 概 要 ・フィルム系プラスチックは破砕後、溶融造粒機で造粒され、固形プラスチッ

クは破砕後、粉砕機で粉砕され、それぞれ、貯留サイロで貯留された後、吸

収タンクを経て熱風とともに高炉に吹き込まれる。

・高炉に吹き込まれた廃プラスチックは、コークスの代替となり、還元剤とし

て利用される。

実 績 等 ドイツでは認定され、製鉄所で実用化されている。

長 所 ・プラスチックが保有するエネルギーの約６０％が還元剤として、約２０％が

プラスチックの燃焼に伴う熱利用に寄与するので、全体のエネルギー効率は

８０％以上の高効率となる。

・コークスの使用量が削減できる。

・既存施設を利用して、大量のプラスチックを利用（処理）できる。

短 所 ・高炉に対して、排ガス処理施設等による環境対策が必要である。

（既に環境対策は講じられていると思われる。）

広 域 化 に ・今回、アンケート調査を行った設備メーカーからは、コスト等に対する回答

が得られなかったが、製造システムから想定すると粉体燃料化と同程度と考

あ た っ て の えられ、既存の高炉で大量に消費できることから、廃プラスチック資源化技

術として有力な方法と思われる。

評 価 ・高炉原料化施設の周辺に利用先となる高炉があることが条件である。

・塩素分を含む廃プラスチックの資源化技術には向かないと思われる。



処 理 技 術 名 粉 体 燃 料 化

技 術 フ ロ ー 溶融固化装置→粉砕装置→（粉体燃料）→ボイラー燃料の一部に利用

主 な 技 術 〇破砕機

〇造粒機

塩 素 系 〇塩素分を含む原料を選別機により除去する。

プ ラ ス チ ッ ク

へ の 対 応

技 術 の 概 要 ・廃プラスチックを必要に応じて溶融固化した後、粉砕して粉体燃料に加工し

既存のバーナーから炉内に放出、重油等と混焼して熱回収する。

長 所 ・既設のボイラー等を用いて、重油等の燃料と混焼が可能である。

・従来の重油の３０％を粉体燃料で代替できる。

・バーナー溶融や副資材溶融の燃料に用いるなど、技術の応用範囲は広い。

短 所 ・ボイラー等、粉体燃料の利用先に対して、排ガス処理施設等による環境対策

が必要である。

広 域 化 に ・コストは安価だが、利用先のボイラーで、粉体燃料を受入れることができる

ような排ガス処理設備を有しているケースは少ないと思われる。

あ た っ て の ・灰溶融施設やＲＤＦ利用施設の燃料として利用できれば、廃プラスチック資

源化の一つの方法であると思われる。

評 価 ・塩素分を含む廃プラスチックの資源化技術には向かないと思われる。

5 t/日 １００，０００ 千円／ごみｔ
イニシャル

10 t/日 ７０，０００ 千円／ごみｔ
コスト

20 t/日 ４０，０００ 千円／ごみｔ

5 t/日 １，９００ 千円／ごみｔ・年（基準ごみ時）
ランニング

10 t/日 １，９００ 千円／ごみｔ・年（基準ごみ時）
コスト

20 t/日 １，８７５ 千円／ごみｔ・年（基準ごみ時）

5 t/日 ０ Ｎ -wet／ごみｔ

排出ガス量 10 t/日 ０ Ｎ -wet／ごみｔ

20 t/日 ０ Ｎ -wet／ごみｔ

5 t/日 粉体燃料 １ ｔ／ごみｔ
残 渣 ・

10 t/日 粉体燃料 １ ｔ／ごみｔ
生 成 物 量

20 t/日 粉体燃料 １ ｔ／ごみｔ

5 t/日 消費燃料 ０ ／ごみｔ

消費電力 １５０ ｋｗ／ごみｔ
消費燃料・

10 t/日 消費燃料 ０ ／ごみｔ

消費電力 １５０ ｋｗ／ごみｔ
消 費 電 力

20 t/日 消費燃料 ０ ／ごみｔ

消費電力 １５０ ｋｗ／ごみｔ
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厨芥類資源化技術

処 理 技 術 名 堆 肥 化

技 術 フ ロ ー →脱臭装置・排水処理装置

初段選別機→発酵槽→後段選別機→後発酵槽→製品（堆肥）

→残渣

主 な 技 術 〇堆肥化技術：好気性発酵（野積み法、通気堆積法、高速堆肥化（上記ﾌﾛｰ ）

技 術 の 概 要 ・ 土壌中の微生物や細菌の働きによって、好気的に６か月程度発酵させて堆

肥を作る技術（野積み法、通気堆積法）。

・ 高速堆肥化は、発酵の期間を一次発酵と二次発酵に分けて、一次発酵の部

分で機械装置により水分や空気量を調節し、十分な切り返しをすることによ

り、短期間（３～７日）で強制的に堆肥化する技術。

実 績 等 ・地方の中小自治体を中心に実績有り

長 所 ・システムが簡単で安価である。

短 所 ・堆肥の需用先の確保が必要である。

・収集、前処理段階で、堆肥化不適物の高精度な分別が必要である。

・発酵期間を要する（高速堆肥化でも二次発酵期間は３～６か月）ので、広い

敷地が必要である。

広 域 化 に ・厨介類の資源化技術として最もポピュラーな方法であり、コストや消費電力

でスケールメリットがあることや製品（堆肥）を安定供給できることなどの

あ た っ て の 点で、広域的な施設整備の効果が期待できる。

・堆肥の利用先が十分に確保できること、十分な敷地面積があることが、施設

評 価 整備に必要であり、都市部での建設は難しいと思われる。

20 t/日 ３４，５００ 千円／ごみｔ
イニシャル

40 t/日 ２３，７５０ 千円／ごみｔ
コスト

80 t/日 ２１，１８８ 千円／ごみｔ

20 t/日 ８４５ 千円／ごみｔ・年（基準ごみ時）
ランニング

40 t/日 ７２６ 千円／ごみｔ・年（基準ごみ時）
コスト

80 t/日 ６２８ 千円／ごみｔ・年（基準ごみ時）

20 t/日 １１，８００ Ｎ -wet／ごみｔ

排出ガス量 40 t/日 １１，８００ Ｎ -wet／ごみｔ

80 t/日 １１，８００ Ｎ -wet／ごみｔ

20 t/日 堆肥（コンポスト） ０．１３５ ｔ／ごみｔ
残 渣 ・

40 t/日 堆肥（コンポスト） ０．１３５ ｔ／ごみｔ
生 成 物 量

80 t/日 堆肥（コンポスト） ０．１３５ ｔ／ごみｔ

20 t/日 消費燃料 ５３．１５ ／ごみｔ

消費電力 ２８１ ｋｗ／ごみｔ
消費燃料・

40 t/日 消費燃料 ５３．１５ ／ごみｔ

消費電力 ２０５ ｋｗ／ごみｔ
消 費 電 力

80 t/日 消費燃料 ５３．１５ ／ごみｔ

消費電力 １４９ ｋｗ／ごみｔ



処 理 技 術 名 堆 肥 化 ＋ メ タ ン ガ ス 発 電 （ 汚 泥 再 生 処 理 セ ン タ ー ）

技 術 フ ロ ー →脱臭装置・排水処理装置

高温メタン発酵槽→脱水器→堆肥化工程（左記）→製品（堆肥）

↓

メタンガス回収→発電

主 な 技 術 〇堆肥化技術：嫌気性発酵（メタン発酵（消化槽））及び

好気性発酵（野積み法、通気堆積法、高速堆肥化）

〇発電方法：メタンガス発電

技 術 の 概 要 ・ 堆肥化に加え、発酵工程で発生するメタンガスを発電に用いる技術。

・ 汚泥再生処理センターは、従来のし尿処理施設を、し尿や浄化槽汚泥の再

生処理を行うとともに、生ごみ、家畜ふん尿等の再生処理機能も併せ持つ、

複合リサイクルシステムをもつ施設へリフォームしたものをいう。

実 績 等 ・海外ではヨーロッパを中心に実績有り。

長 所 ・堆肥と発電の２種類のリサイクルが可能である。

・生ごみだけでなく、し尿、浄化槽汚泥の処理が可能である。

・発電によるエネルギー回収が可能である。

短 所 ・堆肥の需用先の確保が必要である。

・収集、前処理段階で、堆肥化不適物の高精度な分別が必要である。

・複合システムであり、リサイクル効率次第では、コスト高になる。

・発酵期間を要するので、広い敷地が必要である。

広 域 化 に ・堆肥化だけでなく、発電によるリサイクルができること、排出ガス量が少な

いことなど、厨介類の他、し尿、浄化槽汚泥等を併せて処理する、総合的な

あ た っ て の リサイクルシステムとして、コスト面でスケールメリットのある広域的な施

設整備の効果が期待できる。

評 価 ・堆肥の利用先が十分に確保できること、十分な敷地面積があることが、施設

整備に必要であり、都市部での建設は難しいと思われる。

20 t/日 ５８，３７５ 千円／ごみｔ
イニシャル

40 t/日 ４７，７５０ 千円／ごみｔ
コスト

80 t/日 ３７，８７５ 千円／ごみｔ

20 t/日 ２，５３４ 千円／ごみｔ・年（基準ごみ時）
ランニング

40 t/日 １，９６６ 千円／ごみｔ・年（基準ごみ時）
コスト

80 t/日 １，６８１ 千円／ごみｔ・年（基準ごみ時）

20 t/日 ５，６７５ Ｎ -wet／ごみｔ

排出ガス量 40 t/日 ５，６７５ Ｎ -wet／ごみｔ

80 t/日 ５，６７５ Ｎ -wet／ごみｔ

20 t/日 堆肥（コンポスト） ０．１４３ ｔ／ごみｔ

メタンガス回収量 ９３ Ｎ ／ごみｔ
残 渣 ・

40 t/日 堆肥（コンポスト） ０．１４３ ｔ／ごみｔ

メタンガス回収量 ９４ Ｎ ／ごみｔ
生 成 物 量

80 t/日 堆肥（コンポスト） ０．１４３ ｔ／ごみｔ

メタンガス回収量 ９４ Ｎ ／ごみｔ

20 t/日 消費燃料 １．６７ ／ごみｔ

消費電力 １０７ ｋｗ／ごみｔ
消費燃料・

40 t/日 消費燃料 １．６７ ／ごみｔ

消費電力 ８２ ｋｗ／ごみｔ
消 費 電 力

80 t/日 消費燃料 １．６７ ／ごみｔ

消費電力 ６２ ｋｗ／ごみｔ
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ダ イ オ キ シ ン 類 排 出 量 算 出 方 法

〇 ダイオキシン類排出量（ｎｇ－ＴＥＱ／年）＝Σ（Ｄ×Ｅ）

各炉毎の（Ｄ×Ｅ）の合計値

Ｄ＝Ａ×Ｂ／Ｃ

Ａ（ｎｇ－ＴＥＱ／Ｎ ）：排ガス中のダイオキシン類濃度

Ｂ（Ｎ ／ｈ） ：測定時間当たりの煙突出口排ガス量

（乾き、１２％Ｏ２ 換算値）

Ｃ（ｔ／ｈ） ：測定時間帯の平均焼却量

Ｄ（ｎｇ－ＴＥＱ／ｔ） ：ごみを１ｔ焼却した場合のダイオキシン類排出量

Ｅ（ｔ／年） ：推計年度のごみ焼却量

※ 1. ダイオキシン類の現状排出量は、各焼却施設の排ガス中のダイオキシン類濃度

（平成９年度又は１０年度）及び平成９年度の焼却実績を用いて計算した。

2. ダイオキシン類の将来排出量は、以下に示す将来の各焼却施設の排ガス中のダ

イオキシン類濃度及び焼却量を用いて推計した。

1) 将来の各焼却施設の排ガス中のダイオキシン類濃度

平成１４年度

現在の改造・更新・新設計画を実施した場合にクリアしなければならない

ダイオキシン類濃度と現状のダイオキシン類濃度の低い方の値

平成２０年度・３０年度

現在の更新・新設計画を実施した場合、又は、建設後２５年で老朽化する

と仮定し、更新・新設した場合にクリアしなければならないダイオキシン類

濃度と現状のダイオキシン類濃度の低い方の値

2) 将来の各焼却施設の焼却量

「大阪府のごみ量の将来推計」のごみ量の増減（地域別）を用いて、平成９

年度の各焼却施設の焼却実績から推計した値

3. １００ｔ／日未満の焼却施設は、建て替え時に、他の施設への集約や他の方法

で処理するものとした。


